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表２－１－１　産業大分類別常住地・従業地別就業者数
■常住地

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A．農 業 ， 林 業 874 24.7 734 21.0 709 24.2 595 23.0 570 22.7

Ｂ．漁 業 - - - - - - - - - -

874 24.7 734 21.0 709 24.2 595 23.0 570 22.7

C. 鉱 業 7 0.2 734 21.0 1 0.0 - - - -

D. 建 設 業 556 15.7 0 0.0 364 12.4 298 11.5 281 11.2

E. 製 造 業 512 14.5 512 14.6 355 12.1 298 11.5 266 10.6

1,075 30.3 1,246 35.6 720 24.6 596 23.0 547 21.8

F. 9 0.3 14 0.4 5 0.2 4 0.2 2 0.1

G. 情 報 通 信 業 3 0.1 7 0.3 5 0.2

H. 運 輸 業 65 2.2 86 3.3 77 3.1

I. 卸 売 ・ 小 売 業 539 15.2 494 14.1 385 13.2 324 12.5 290 11.5

J. 金 融 ・ 保 険 業 23 0.6 22 0.6 18 0.6 22 0.8 14 0.6

K. 不 動 産 業 16 0.5 8 0.2 7 0.2 13 0.5 19 0.8

L.
学 術 研 究 ， 専 門
・ 技 術 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業

32 1.2 40 1.6

M. 宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 186 6.4 203 7.8 188 7.5

N.
生 活 関 連 サ ー ビ
ス 業 ， 娯 楽 業

128 4.9 117 4.7

O. 教 育 ， 学 習 支 援 業 86 2.9 66 2.5 87 3.5

P. 医 療 ， 福 祉 237 8.1 258 10.0 298 11.9

Q. 複 合 サ ー ビ ス 事 業 122 4.2 59 2.3 78 3.1

R.
サービス業（他に分類さ
れないもの）

270 9.2 86 3.3 87 3.5

S.
公務（他に分類され
るものを除く）

80 2.3 85 2.4 96 3.3 94 3.6 90 3.6

1,591 44.9 1,520 43.4 1,480 50.6 1,382 53.4 1,392 55.4

S. 分 類 不 能 3 0.1 0 0.0 15 0.5 17 0.7 3 0.1

3,543 100.0 3,500 100.0 2,924 100.0 2,590 100.0 2,512 100.0

資料：国勢調査(各年10月1日）

90 2.5 100 2.9

電気・ガス・熱供給・水道業

平 成 27 年平 成 ７ 年

合 計

第 ２ 次 産 業 合 計

第 ３ 次 産 業 合 計

産 業 大 分 類

第 １ 次 産 業 合 計

平 成 22 年

834 23.5 797 22.8

平 成 12 年 平 成 17 年

本町の平成27年の常住地における就業者数は2,512人で、総人口に対する就業率は53.3％である。

産業別就業人口の構成比は、第１次産業22.7％、第２次産業21.8％、第３次産業55.4％となって

いる｡本町は高原野菜を中心とした農業が基盤産業であり、第１次産業の占める構成比率は比較的

高い割合となっている。

平成7年から平成27年にかけての産業別就業人口の推移を見ると､第１次産業は304人、構成比で

2.0％減少、第２次産業は528人、構成比で8.5％減少、第３次産業は199人、構成比では10.5％の減

少となっている。

従業地における就業者数は2,504人で産業別就業人口の構成比は､ 第１次産業22.4％､第２次産業

19.7％、第３次産業57.6％となっており、第３次産業の就業者数の割合が最も高くなっている。業

種別では農業，林業22.4％、医療，福祉14.1％、建設業13.1％、卸売・小売業12.3％などとなって

いる。
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表２－１－２　産業大分類別常住地・従業地別就業者数

■従業地

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A．農 業 ， 林 業 865 24.0 737 22.1 720 24.9 609 23.5 560 22.4

Ｂ．漁 業 - - - - 1 0.0 - - - -

865 24.0 737 22.1 721 24.9 609 23.5 560 22.4

C. 鉱 業 7 0.2 5 0.1 - - - - - -

D. 建 設 業 669 18.6 596 17.9 412 14.2 325 12.5 329 13.1

E. 製 造 業 418 11.6 387 11.6 251 8.7 202 7.8 165 6.6

1,094 30.4 988 29.6 663 22.9 527 20.3 494 19.7

F. 5 0.1 4 0.1 1 0.0 2 0.1 1 0.0

G. 情 報 通 信 業 14 0.5 9 0.4

H. 運 輸 業 77 2.7 80 3.1 74 3.0

I. 卸 売 ・ 小 売 業 565 15.7 541 16.2 403 13.9 333 12.9 309 12.3

J. 金 融 ・ 保 険 業 31 0.9 19 0.6 19 0.7 24 0.9 16 0.6

K. 不 動 産 業 11 0.3 8 0.2 4 0.1 7 0.3 10 0.4

L.
学 術 研 究 ， 専 門
・ 技 術 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業

31 1.2 39 1.6

M. 宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 186 6.4 188 7.3 160 6.4

N.
生 活 関 連 サ ー ビ
ス 業 ， 娯 楽 業

114 4.4 118 4.7

O. 教 育 ， 学 習 支 援 業 118 4.1 107 4.1 101 4.0

P. 医 療 ， 福 祉 262 9.0 301 11.6 352 14.1

Q. 複 合 サ ー ビ ス 事 業 95 3.28 50 1.9 74 3.0

R.
サービス業（他に分類さ
れないもの）

233 8.0 86 3.3 83 3.3

S.
公務（他に分類され
るものを除く）

99 2.7 100 3.0 102 3.5 97 3.7 97 3.9

1,639 45.5 1,609 48.3 1,500 51.8 1,434 55.3 1,443 57.6

S. 分 類 不 能 3 0.1 0 0.0 12 0.4 21 0.8 7 0.3

3,601 100.0 3,334 100.0 2,896 100.0 2,591 100.0 2,504 100.0

資料：国勢調査(各年10月1日）

第 ３ 次 産 業 合 計

合 計

833

平 成 27 年

3.1

第 １ 次 産 業 合 計

第 ２ 次 産 業 合 計

104

産 業 大 分 類
平 成 ７ 年 平 成 12 年 平 成 17 年 平 成 22 年

25.0

82 2.3

846 23.5

電気・ガス・熱供給・水道業
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図２－１　産業大分類別常住地・従業地別就業者数
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図２－２ 平成27年産業大分類別人口構成比(常住地)
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■ 産業大分類別人口の推計

表２－２　産業大分類別人口の推計 （単位：人）
推 計 名 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年 令和17年 備 考

(基準年次) (10年後) (20年後)

実 数 値 874 734 709 595 570 (決定係数)

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ 472 398 323 248 0.9398

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 473 399 325 251 0.9403

指数： ｙ＝ａｂ^ｘ 500 449 404 363 0.9541

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ/(1+ａexp^-ｂｘ) 412 310 223 155 0.8753

実 数 値 1,075 940 720 596 547 (決定係数)

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ 356 216 76 - 0.9595

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 357 218 79 - 0.9600

指数： ｙ＝ａｂ^ｘ 436 304 304 254 0.9755

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ/(1+ａexp^-ｂｘ) 300 182 105 59 0.9260

実 数 値 1,591 1,520 1,480 1,382 1,392 (決定係数)

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ 1,312 1,259 1,205 1,151 0.9260

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 1,313 1,259 1,206 1,154 0.9265

指数： ｙ＝ａｂ^ｘ 1,319 1,272 1,227 1,183 0.9248

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ/(1+ａexp^-ｂｘ) 1,272 1,182 1,084 980 0.9176

※各推計値は小数点以下第１位を四捨五入した数値である。
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図２－４ 産業大分類別人口将来推計
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（人）

回帰式による平成27年を基準年とした令和17年における産業大分類別推計人口は､ 第１次産業で155～

363人、第２次産業で59～254人、 第３次産業で980～1,183人と推計され､平成27年から令和17年までの増

減率は､第１次産業36.3～72.8％の減少、第２次産業53.6～89.3％の減少、第３次産業15.0～29.6％の減

少が見込まれる。
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 C0201-2　職業大分類別就業者数
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図２－５ 平成27年 職業大分類別就業者数（常住地）
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図２－６ 平成27年 職業大分類別就業者数（従業地）

平成27年の常住地おける職業大分類別人口の構成比は、農林漁業従事者が21.9％と最も高くなっ

ており、次いでサービス職業従事者が14.0％、事務従事者が12.8％、専門的・技術的職業従事者が

11.9％、生産工程従事者11.1％の順となっている。

平成27年の従業地における職業大分類別人口の構成比は、農林漁業従事者が21.8％と最も高く

なっており、次いで専門的・技術的職業従事者が14.5％、サービス職業従事者が14.1％、事務従事者

が11.5％の順となっている。

－ 17 －



表
２

－
３

　
職

業
大

分
類

別
常

住
地

・
従

業
地

別
就

業
者

数

就
業

者
数

構
成

比
就

業
者

数
構

成
比

就
業

者
数

構
成

比
就

業
者

数
構

成
比

就
業

者
数

構
成

比
就

業
者

数
構

成
比

就
業

者
数

構
成

比
就

業
者

数
構

成
比

就
業

者
数

構
成

比
就

業
者

数
構

成
比

人
％

人
％

人
％

人
％

人
％

人
％

人
％

人
％

人
％

人
％

A
.専

門
的

・
技

術
的

職
業

従
事

者
3
1
5

8
.9

3
6
1

1
0
.0

3
0
6

9
.6

3
6
9

1
1
.1

2
6
5

9
.1

3
2
8

1
1
.3

A
.管

理
的

職
業

従
事

者
4
9

1
.9

4
7

1
.8

6
7

2
.7

6
6

2
.6

B
.管

理
的

職
業

従
事

者
1
1
3

3
.2

1
0
6

2
.9

8
5

2
.7

8
2

2
.5

7
1

2
.4

6
3

2
.2

B
.専

門
的

・
技

術
的

職
業

従
事

者
2
3
8

9
.2

3
2
2

1
2
.4

2
9
9

1
1
.9

3
6
3

1
4
.5

C
.事

務
従

事
者

4
1
4

1
1
.7

4
3
3

1
2
.0

4
0
9

1
2
.8

3
9
2

1
1
.8

3
7
4

1
2
.8

3
3
1

1
1
.4

C
.事

務
従

事
者

3
3
6

1
3
.0

3
0
0

1
1
.6

3
2
1

1
2
.8

2
8
8

1
1
.5

D
.販

売
従

事
者

3
2
9

9
.3

3
0
6

8
.5

2
9
2

9
.1

2
8
5

8
.5

2
6
1

8
.9

2
3
4

8
.1

D
.販

売
従

事
者

2
3
2

9
.0

2
0
6

8
.0

1
8
9

7
.5

1
8
7

7
.5

E
.サ

ー
ビ

ス
職

業
従

事
者

3
2
3

9
.1

3
2
1

8
.9

3
0
4

9
.5

3
0
5

9
.1

3
3
6

1
1
.5

3
3
2

1
1
.5

E
.サ

ー
ビ

ス
職

業
従

事
者

3
7
0

1
4
.3

3
5
5

1
3
.7

3
5
2

1
4
.0

3
5
2

1
4
.1

F
.保

安
職

業
従

事
者

2
2

0
.6

3
4

0
.9

2
9

0
.9

4
6

1
.4

2
9

1
.0

3
8

1
.3

F
.保

安
職

業
従

事
者

2
9

1
.1

4
2

1
.7

2
2

0
.9

3
1

1
.2

G
.農

林
漁

業
従

事
者

8
4
6

2
3
.9

8
4
2

2
5
.3

7
3
5

2
3
.0

7
3
4

2
5
.3

6
9
8

2
3
.9

7
1
0

2
7
.4

G
.農

林
漁

業
従

事
者

6
0
2

2
3
.2

6
0
3

2
4
.1

5
4
9

2
1
.9

5
4
6

2
1
.8

H
運

輸
・
通

信
従

事
者

8
4

2
.4

8
9

2
.7

8
1

2
.5

9
5

3
.3

5
4

1
.8

5
7

2
.2

H
生

産
工

程
従

事
者

3
2
4

1
2
.5

2
7
4

1
0
.9

2
78

1
1
.1

2
2
0

8
.8

I.
生

産
工

程
・

労
務

作
業

者
1
,0

9
4

3
0
.9

1
,1

0
6

3
3
.2

9
5
3

2
9
.8

1
,0

2
6

3
5
.4

8
2
1

2
8
.1

7
9
1

3
0
.5

I.
輸

送
・
機

械
運

転
従

事
者

8
1

3
.1

7
3

2
.9

8
8

3
.5

8
0

3
.2

J.
建

設
・
採

掘
従

事
者

1
8
3

7
.1

2
0
7

8
.3

1
9
1

7
.6

2
2
3

8
.9

Ｋ
運

搬
・

清
掃

・
包

装
等

従
事

者
1
2
9

5
.0

1
4
1

5
.6

1
5
3

6
.1

1
4
1

5
.6

J.
分

類
不

能
の

職
業

3
0
.1

3
0
.1

0
0
.0

0
0
.0

1
5

0
.5

1
2

0
.5

Ｌ
.分

類
不

能
の

職
業

1
7

0
.7

2
1

0
.8

3
0
.1

7
0
.3

3
,5

4
3

1
0
0
.0

3
,6

0
1

1
0
4
.5

3
,1

9
4

1
0
0
.0

3
,3

3
4

1
0
8
.4

2
,9

2
4

1
0
0
.0

2
,8

9
6

1
0
6
.4

2
,5

9
0

1
0
0
.0

2
,5

9
1

1
0
1
.8

2
,5

1
2

1
0
0
.0

2
,5

0
4

1
0
0
.0

注
：
・
構

成
比

は
、

小
数

点
第

１
位

で
四

捨
五

入
し

た
た

め
、

合
計

と
内

容
の

計
が

一
致

し
な

い
場

合
も

あ
る

。
資

料
：
国

勢
調

査
(各

年
1
0
月

1
日

）

  
 ・

平
成

７
年

の
職

業
大

分
類

 I
 生

産
工

程
・
労

務
作

業
者

に
は

、
採

鉱
・
採

石
,技

能
工

,採
掘

作
業

者
を

含
む

。

平
成

７
年

平
成

1
2

年
平

成
1
7

年
平

成
2
2

年
職

 業
 大

 分
 類

（
職

業
新

大
分

類
）

－ 18 －

従
業

地
に

よ

合
計

合
計

平
成

2
7

年

常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る

常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る

常
住

地
に

よ
る

る
従

業
地

に
よ

る
常

住
地

に
よ

る
従

業
地

に
よ

る
常

住
地

に
よ

る
職

 業
 大

 分
 類



 C0202-1　産業大分類別事業所・従業者数・売上金額

403

365 369 384 368

318 321

293

2,754 2,820 2,908

2,423 2,496

2,095 2,256

1,854

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

100

200

300

400

500

平成3年 平成8年 平成13年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年

（人）（事業所）

図２－７ 事業所数・従業者数の推移

事業所数 従業員数
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図２－８ 事業所数の規模別構成比（民営）

1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30人～

平成28年の事業所数は293事業所であり、そのうち最も多い産業は卸売・小売業で71事業所、次いで

建設業（45事業所）、宿泊業，飲食，サービス業（45事業所）の順となっている。従業者数は1,854人であ

り、卸売，小売業が最も多く406人、次いで医療・福祉（322人）、建設業（300人）、宿泊業，飲食サービス

業（244）の順となっている。従業者規模別では従業者数1～4人以下の小規模企業が全体の68.3％（民

営）を占めている。

平成3年から平成28年の推移をみると、事業所数は平成18年、従業者数平成13年以降増減はあるが

減少傾向にあり、平成18年からの10年間では事業所数は91事業所、 従業者数は569人の減少となって

いる。
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 C0202-2　産業中分類別工業出荷額

　　　注：・平成１4年以降は従業者4人以上の事業所

　　　注：・平成１4年以降は従業者4人以上の事業所
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（百万円） 図２－９－１ 工業出荷額の推移

出荷額

ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値

本町の工業出荷額（実質（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値））の推移をみると、平成２年をピークに減少に転じ平成６年

までに2,880百万円、31.9％減少している。その後は減少と増加を繰り返し、平成12年から平成13年に

かけて集計方法の変更の要因もあり大幅に減少し、4,742百万円、72.4％減少している。平成13年以降

はほぼ横這いで概ね1,500百万円～2,000百万円の間で推移し、平成29年の工業出荷額（実質（ﾃﾞﾌﾚｰ

ﾀ補正値））は1,650百万円となっている。

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

出荷額 1,7161,3911,4911,4911,5251,7071,8951,8331,5421,5961,5501,3961,5531,6151,7601,5521,629

ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 1,8121,4991,6221,6021,6121,7651,9261,7811,5821,6391,5691,4241,5661,5771,7601,6081,650
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（百万円）

図２－９－２ 工業出荷額の推移

出荷額

ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値
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表２－５－１　産業中分類別工業出荷額 (単位:百万円)

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

9,483 9,040 8,333 7,861 7,548 7,189 6,817 6,593 6,265 6,160

12. 食料品（ 製造 業） 681 649 635 599 650 619 457 442 477 469

13.
飲 料 ・ 飼 料 ・ た
ば こ 製 造 業

- - - - - - - - - -

14. 繊 維 （ 工 業 ） - - - - - - - - - -

15.
衣 料 そ の 他
の 繊 維 製 品

- - - - - - - - - -

16. 木 材 ・ 木 製 品 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

17. 家 具 ・ 装 備 品 13 12 χ χ χ χ χ χ χ χ

18.
パ ル プ ・ 紙
・ 紙 加 工 品

- - - - - - - - - -

19. 出版・印刷・同関連 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

20. 化 学 - - - - - - - - - -

21.
石 油 製 品
・ 石 炭 製 品

χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

22. プ ラ ス チ ッ ク χ χ - - - - - - - -

23. ゴ ム 製 品 - - - - - - - - - -

24.
な め し 皮 ・ 同
製 品 ・ 毛 皮

- - - - - - - - - -

25. 窯 業 ・ 土 石 製 品 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

26. 鉄 鋼 - - - - - - - - - -

27. 非 鉄 金 属 - - - - - - - - - -

28. 金 属 製 品 200 191 309 292 473 450 5 5 427 420

29. 一 般 機 械 器 具 χ χ 224 211 χ χ χ χ χ χ

30. 電 気 機 械 器 具 7,714 7,354 6,612 6,238 5,428 5,170 4,948 4,785 4,347 4,274

31. 輸 送 用 機 械 器 具 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

32. 精 密 機 械 器 具 - - - - - - - - - -

33. 武 器 - - - - - - - - - -

34. そ の 他 χ χ χ χ χ χ 216 209 χ χ

注： ・デフレータ補正値は、平成27年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値 資料：工業統計調査（各年12月31日）

・出荷額は100万円単位で四捨五入しているため合計、小計とは一致しないことがある

・χは秘密保持のための伏せ字

平 成 6 年
産　業　中　分　類

平 成 2 年 平 成 3 年 平 成 4 年 平 成 5 年

合 計
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表２－５－２　産業中分類別工業出荷額 (単位:百万円)

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

7,460 7,401 7,862 7,925 6,328 6,341 4,442 4,519 6,652 6,865

12. 食料品（ 製造 業） 655 650 659 664 631 632 623 634 616 636

13.
飲 料 ・ 飼 料 ・ た
ば こ 製 造 業

- - - - - - - - - -

14. 繊 維 （ 工 業 ） - - - - - - - - - -

15.
衣 料 そ の 他
の 繊 維 製 品

- - - - - - - - χ χ

16. 木 材 ・ 木 製 品 χ χ χ χ χ χ - - χ χ

17. 家 具 ・ 装 備 品 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

18.
パ ル プ ・ 紙
・ 紙 加 工 品

- - - - - - - - - -

19. 出版・印刷・同関連 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

20. 化 学 - - - - - - - - - -

21.
石 油 製 品
・ 石 炭 製 品

χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

22. プ ラ ス チ ッ ク - - - - - - - - - -

23. ゴ ム 製 品 - - - - - - - - - -

24.
な め し 皮 ・ 同
製 品 ・ 毛 皮

- - - - - - - - - -

25. 窯 業 ・ 土 石 製 品 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

26. 鉄 鋼 - - - - - - - - - -

27. 非 鉄 金 属 - - - - - - - - - -

28. 金 属 製 品 583 578 454 458 425 426 269 274 274 283

29. 一 般 機 械 器 具 317 314 188 190 190 190 168 171 185 191

30. 電 気 機 械 器 具 5,152 5,111 5,575 5,620 4,388 4,397 2,686 2,732 4,972 5,131

31. 輸 送 用 機 械 器 具 75 74 χ χ χ χ χ χ χ χ

32. 精 密 機 械 器 具 - - - - - - - - - -

33. 武 器 - - - - 0 0 - - - -

34. そ の 他 χ χ χ χ χ χ χ χ 161 166

注： ・デフレータ補正値は、平成27年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値 資料：工業統計調査（各年12月31日）

・出荷額は100万円単位で四捨五入しているため合計、小計とは一致しないことがある

・χは秘密保持のための伏せ字

産　業　中　分　類
平 成 7 年 平 成 8 年 平 成 9 年 平 成 11 年

合 計

平 成 10 年
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表２－５－３　産業中分類別工業出荷額 (単位:百万円)

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

6,351 6,554 1,716 1,812 1,391 1,499 1,491 1,622 1,491 1,602

09. 食料品（ 製造 業） 608 627 575 607 540 582 531 578 505 542

10.
飲 料 ・ 飼 料 ・ た
ば こ 製 造 業

- - - - - - - - - -

11. 繊 維 （ 工 業 ） - - - - - - - - - -

12.
衣 料 そ の 他
の 繊 維 製 品

χ χ - - - - - - - -

13. 木 材 ・ 木 製 品 χ χ - - - - - - - -

14. 家 具 ・ 装 備 品 χ χ - - - - - - - -

15.
パ ル プ ・ 紙
・ 紙 加 工 品

- - - - - - - - - -

16. 出版・印刷・同関連 χ χ χ χ - - - - - -

17. 化 学 - - - - - - - - - -

18.
石 油 製 品
・ 石 炭 製 品

χ χ - - - - - - - -

19. プ ラ ス チ ッ ク - - - - - -

20. ゴ ム 製 品 - - - - - - - - - -

21.
な め し 皮 ・ 同
製 品 ・ 毛 皮

- - - - - - χ χ χ χ

22. 窯 業 ・ 土 石 製 品 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

23. 鉄 鋼 - - - - - - - - - -

24. 非 鉄 金 属 - - - - - - - - - -

25. 金 属 製 品 293 302 190 201 χ χ χ χ χ χ

26. 一 般 機 械 器 具 195 201 144 152 196 211 307 334 281 302

27. 電 気 機 械 器 具 4,507 4,651 465 491 χ χ 227 247 241 259

28.
情 報 通 信
機 械 機 器 具

χ χ - - - -

29.
電 子 部 品
デ バ イ ス 製 造 業

χ χ χ χ χ χ

30. 輸 送 用 機 械 器 具 - - χ χ χ χ χ χ χ χ

31. 精 密 機 械 器 具 - - - - - - - - - -

32. そ の 他 175 181 - - - - - - - -

注： 資料：工業統計調査（各年12月31日）

産　業　中　分　類
平 成 12 年 平 成 13 年 平 成 14 年 平 成 15 年 平 成 16 年

合 計

・デフレータ補正値は、平成27年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値
・出荷額は100万円単位で四捨五入しているため合計、小計とは一致しないことがある
・χは秘密保持のための伏せ字
・平成14年以降は従業者４人以上の事業所
・平成12年・13年の/は、用いていない産業中分類
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表２－５－４　産業中分類別工業出荷額 (単位:百万円)

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

1,525 1,612 1,707 1,765 1,895 1,926

09. 食料品（ 製造 業） 500 529 477 493 468 476

10.
飲 料 ・ 飼 料 ・ た
ば こ 製 造 業

- - - - - -

11. 繊 維 （ 工 業 ） - - - - - -

12.
衣 料 そ の 他
の 繊 維 製 品

- - - - - -

13. 木 材 ・ 木 製 品 - - χ χ χ χ

14. 家 具 ・ 装 備 品 - - - - - -

15.
パ ル プ ・ 紙
・ 紙 加 工 品

- - - - - -

16. 出版・印刷・同関連 - - - - - -

17. 化 学 - - - - - -

18.
石 油 製 品
・ 石 炭 製 品

- - - - - -

19. プ ラ ス チ ッ ク - - - - - -

20. ゴ ム 製 品 - - - - - -

21.
な め し 皮 ・ 同
製 品 ・ 毛 皮

χ χ χ χ - -

22. 窯 業 ・ 土 石 製 品 χ χ χ χ χ χ

23. 鉄 鋼 - - - - - -

24. 非 鉄 金 属 - - - - - -

25. 金 属 製 品 χ χ χ χ χ χ

26. 一 般 機 械 器 具 255 270 267 276 236 240

27. 電 気 機 械 器 具 224 237 303 313 321 326

28.
情 報 通 信
機 械 機 器 具

- - - - - -

29.
電 子 部 品
デ バ イ ス 製 造 業

χ χ χ χ χ χ

30. 輸 送 用 機 械 器 具 χ χ χ χ χ χ

31. 精 密 機 械 器 具 - - - - - -

32. そ の 他 - - - - χ χ

注：

産　業　中　分　類
平 成 17 年 平 成 18 年 平 成 19 年

合 計

・デフレータ補正値は、平成27年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値
・出荷額は100万円単位で四捨五入しているため合計、小計とは一致しないことがある
・χは秘密保持のための伏せ字
・従業者４人以上の事業所　　　　　　　　                         工業統計調査（各年12月31日）
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表２－５－５　産業中分類別工業出荷額 (単位:百万円)

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

1,833 1,781 1,542 1,582 1,596 1,639 1,550 1,569 1,396 1,424

09. 食 料 品 472 459 455 467 445 457 317 321 χ χ

10. 飲料・たばこ・飼料 - - - - - - - - - -

11. 繊 維 - - - - - - - - - -

12.
木 材 ・ 木 製 品
（ 家 具 を 除 く ）

χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

13. 家 具 ・ 装 備 品 - - - - - - - - - -

14.
パ ル プ ・ 紙
・ 紙 加 工 品

- - - - - - - - - -

15. 印 刷 ・ 同 関 連 - - - - - - - - - -

16. 化 学 - - - - - - - - - -

17.
石 油 製 品
・ 石 炭 製 品

- - - - - - χ χ - -

18.
プ ラ ス チ ック 製品
（ 別 掲 を 除 く ）

- - - - - - - - - -

19. ゴ ム 製 品 - - - - - - - - - -

20.
な め し 革 ・ 同
製 品 ・ 毛 皮

- - - - - - - - χ χ

21. 窯 業 ・ 土 石 製 品 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

22. 鉄 鋼 - - - - - - - - - -

23. 非 鉄 金 属 - - - - - - - - - -

24. 金 属 製 品 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

25. は ん 用 機 械 器 具 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

26. 生 産 用 機 械 器 具 - - - - - - - - - -

27. 業 務 用 機 械 器 具 χ χ 145 149 χ χ χ χ χ χ

28.
電子部品・デバイ
ス ・ 電 子 回 路

χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

29. 電 気 機 械 器 具 294 286 χ χ 343 352 χ χ 317 323

30. 情報通信機械器具 - - χ χ - - - - - -

31. 輸 送 用 機 械 器 具 - - - - - - χ χ - -

32. そ の 他 χ χ χ χ χ χ - - - -

注：・デフレータ補正値は、平成27年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値 資料：工業統計調査（各年12月31日）

産　業　中　分　類
平 成 20 年 平 成 21 年 平 成 22 年 平 成 23 年 平 成 24 年

合 計

・従業者４人以上の事業所

・出荷額は100万円単位で四捨五入しているため合計、小計とは一致しないことがある

・χは秘密保持のための伏せ字
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表２－５－６　産業中分類別工業出荷額 (単位:百万円)

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

1,553 1,566 1,615 1,577 1,760 1,760 1,552 1,608 1,629 1,650

09. 食 料 品 χ χ χ χ 27,733 27,733  χ χ χ χ

10. 飲料・たばこ・飼料 - - - - - - - - - -

11. 繊 維 - - - - - - - - - -

12.
木 材 ・ 木 製 品
（ 家 具 を 除 く ）

χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

13. 家 具 ・ 装 備 品 - - - - - - - - - -

14.
パ ル プ ・ 紙
・ 紙 加 工 品

- - - - - - - - - -

15. 印 刷 ・ 同 関 連 - - - - - - - - - -

16. 化 学 - - - - - - - - - -

17.
石 油 製 品
・ 石 炭 製 品

- - - - χ χ - - - -

18.
プ ラ ス チ ック 製品
（ 別 掲 を 除 く ）

- - - - - - - - - -

19. ゴ ム 製 品 - - - - - - - - - -

20.
な め し 革 ・ 同
製 品 ・ 毛 皮

χ χ χ χ - - χ χ χ χ

21. 窯 業 ・ 土 石 製 品 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

22. 鉄 鋼 - - - - - - - - - -

23. 非 鉄 金 属 - - - - - - - - - -

24. 金 属 製 品 χ χ χ χ - - χ χ χ χ

25. は ん 用 機 械 器 具 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

26. 生 産 用 機 械 器 具 - - - - - - - - - -

27. 業 務 用 機 械 器 具 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

28.
電子部品・デバイ
ス ・ 電 子 回 路

χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

29. 電 気 機 械 器 具 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

30. 情報通信機械器具 - - - - - - - - - -

31. 輸 送 用 機 械 器 具 - - - - - - - - - -

32. そ の 他 - - - - - - - - - -

注：・デフレータ補正値は、平成27年を100とした国内卸売物価指数で補正した数値

・χは秘密保持のための伏せ字

・従業者４人以上の事業所 資料：工業統計調査、平成27年は経済センサス-活動調査（各年12月31日）

・・出荷額は100万円単位で四捨五入しているため合計、小計とは一致しないことがある

産　業　中　分　類
平 成 25 年 平 成 26 年 平 成 27 年 平 成 28 年 平 成 29 年

合 計
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■ 工業出荷額の推計(実質出荷額）

表２－６　工業出荷額将来推計(実質出荷額額） （単位:百万円）

推 計 方 法 平 成 29 年 令 和 ２ 年 令 和 ７ 年 令 和 12 年 令 和 17 年

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ （実績値） 1,766 1,911 2,055 2,199

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 1,766 1,910 2,053 2,196

指数： ｙ＝ａｂ^ｘ 1,775 1,945 2,131 2,335

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ
/(1+ａexp^-ｂｘ)

1,743 1,816 1,863 1,892

直 線  ｙ＝28.8202347806143ｘ＋-56450.41935953 決定係数=0.3787

対 数  ｙ＝58047.2688630345logｘ＋-440022.9818866 決定係数=0.3788

指 数  ｙ＝1.61528832232729E-13*1.01845323200907^ｘ 決定係数=0.3835

ﾛ ｼ ﾞ ｽ ﾃ ｨ ｯ ｸ  ｙ＝1936/(1+8.69404514125292E+89exp ^-0.103610077736622ｘ) 決定係数=0.3314

注：平成23年～平成29年の実質出荷額（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値）により推計

1,650

推　　　　　　　　計　　　　　　　　式

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年

（万円） 図２－10 工業出荷額将来推計（実質出荷額）

出荷額

直線

対数

指数

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ

平成23年から平成29年までの実質出荷額（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値）を基に行った推計結果は、平成29年の

工業出荷額1,650百万円が令和17年には1,892百万円～2,335百万円の幅で推計され、そのうち決定

係数の一番高い回帰式によると2,335百万円と推測される。
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 C0202-3　産業中分類別商業販売額

表２－７ 商業販売額（平成28年) （単位：百万円 ）

項　　　目 販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 構成比(％)

各 種 商 品 卸 売 業 - - -

繊維・衣服等卸売業 - - -

飲 食 料 品 卸 売 業 χ χ χ

建 築 材 料 等 卸 売 業 2,465 2,467 30.4

機 械 器 具 卸 売 業 χ χ χ

そ の 他 の 卸 売 業 χ χ χ

卸 売 業 計 2,819 2,822 34.7

各 種 商 品 小 売 業 - - -

繊維・衣服・身の回品小売り業 χ χ χ

飲 食 料 品 小 売 業 1,474 1,475 18.2

機 械 器 具 小 売 業 291 291 3.6

そ の 他 の 小 売 業 χ χ χ

無 店 舗 小 売 業 χ χ χ

小 売 業 計 5,296 5,301 65.3

合 計 8,115 8,123 100.0

平成28年経済センサス-活動調査(平成28年6月1日）

注：・デフフレータ補正値は、平成27年を100とした全国（総合）消費者物価指数で補正した数値
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図２－11 業種別販売額の推移（実質（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値））

小売業 卸売業 商業販売額

平成28年の商業販売額（実質（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値））は8,123百万円で、その内訳は卸売業2,822百万

円、小売業5,301百万円となっている。

また、商業販売額（実質（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値））の推移をみると、平成14年から平成24年にかけて6,162

百万円、51.5％減少したが、その後平成28年にかけて小売業の増加により、2,312百万円、39.8％の

増加となっている。
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表２－８－１　産業中分類別商業販売額 (単位:百万円)

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

9,781 10,372 11,490 11,760 9,942 9,992 11,889 11,913 11,674 11,973

3,955 4,194 5,057 5,176 2,995 3,010 4,291 4,300 5,230 5,364

       

49
各 種 商 品
卸 売 業

- - χ χ - - - - χ χ

50
織物・衣服等
卸 売 業

- - - - - - - -

51
飲 食 料 品
卸 売 業

χ χ χ χ 148 148 χ χ

52
建築材料、鉱
物 金 属 等
卸 売 業

2,891 2,959 1,757 1,766 χ χ 3,173 3,254

53
機 械 器 具
卸 売 業

1,474 1,509 978 983 χ χ 1,248 1,280

54
そ の 他
卸 売 業

χ χ χ χ χ χ - - χ χ

5,826 6,178 6,432 6,583 6,947 6,982 7,598 7,613 6,444 6,609

55
各 種 商 品
小 売 業

- - - - - - - - - -

56
織 物 ・ 衣 服 ・
身 の 回 品
小 売 り 業

6,693 7,098 535 548 438 440 3,582 3,589 245 251

57
飲 食 料 品
小 売 業

25,015 26,527 2,599 2,660 2,204 2,215 2,847 2,853 2,551 2,616

58
自 動 車
自 転 車
小 売 業

χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

59
家 具 ・ 建 具
じ ゅ う 器 等
小 売 業

3,425 3,632 3,624 3,709 χ χ χ χ χ χ

60
そ の 他 の
小 売 業

χ χ χ χ χ χ χ χ 3,441 3,529

資料：商業統計調査（各年6月1日）

      ・χは秘密保持のための伏せ字

注：・デフレータ補正値は、平成27年を100とした
　　　全国（総合）消費者物価指数で補正した数値

432 458

35,233 37,363

小 売 業 計

卸 売 業 計

産 業 中 分 類

平 成 ３ 年 平 成 ６ 年 平 成 ９ 年 平 成 11 年 平 成 14 年

合 計
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表２－８－２　産業中分類別商業販売額 (単位:百万円)

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

販 売 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

10,523 10,826 9,673 9,952 5,590 5,811 7,080 7,137 8,115 8,123

4,356 4,481 4,368 4,494 2,670 2,775 2,843 2,866 2,819 2,822

49
各 種 商 品
卸 売 業

χ χ χ χ 50
各 種 商 品
卸 売 業

- - - -

50
織物・衣服等
卸 売 業

- - - - 51
繊維・衣服等
卸 売 業

- - - -

51
飲 食 料 品
卸 売 業

89 92 χ χ 52
飲 食 料 品 卸
売 業

237 244 χ χ

52
建築材料、鉱
物 金 属 等
卸 売 業

3,371 3,468 χ χ 53
建築材料、鉱
物・金属材料
等 卸 売 業

2,182 2,245 2,465 2,467

53
機 械 器 具
卸 売 業

χ χ χ χ 54
機 械 器 具
卸 売 業

χ χ χ χ

54
そ の 他
卸 売 業

χ χ 300 309 55
そ の 他 の
卸 売 業

χ χ χ χ

6,167 6,345 5,305 5,458 2,920 3,035 4,237 4,271 5,296 5,301

55
各 種 商 品
小 売 業

- - - - 56
各 種 商 品
小 売 業

- - - - - -

56
織 物 ・ 衣 服 ・
身 の 回 品
小 売 り 業

213 219 188 193 57
繊 維 ・ 衣 服 ・
身 の 回 品 小
売 り 業

73 76 131 132 χ χ

57
飲 食 料 品
小 売 業

1,990 2,047 1,758 1,809 58
飲 食 料 品
小 売 業

1,002 1,042 1,297 1,307 1,474 1,475

58
自 動 車
自 転 車
小 売 業

610 628 561 577 59
機 械 器 具
小 売 業

633 658 417 420 291 291

59
家 具 ・ 建 具
じ ゅ う 器 等
小 売 業

184 189 55 57 60
そ の 他 の
小 売 業

χ χ χ χ χ χ

60
そ の 他 の
小 売 業

3,170 3,261 χ χ 61
無 店 舗
小 売 業

χ χ χ χ χ χ

      ・χは秘密保持のための伏せ字 平成28年経済センサス-活動調査(平成28年6月1日）
      ・平成26年の産業中分類(卸売業50～55)の数値は、公表されていない。

小 売 業 計

注：・デフレータ補正値は、平成27年を100とした
　　　全国（総合）消費者物価指数で補正した数値

資料：商業統計調査（各年6月1日、平成26年は7月1日）
平成24年は経済センサス-活動調査(平成24年2月）

小 売 業 計

卸 売 業 計 卸 売 業 計

産 業 中 分 類

平 成 16 年 平 成 19 年

産 業 中 分 類

平 成 28 年

合 計 合 計

平 成 24 年 平 成 26 年
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■ 商業販売額の推計(実質販売額）

表２－９　商業販売額将来推計（合計） 　　　　（単位：百万円）

推 計 方 法 平成28年 令 和 ２ 年 令 和 ７ 年 令和12年 令和17年

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ （実績値） 5,328 3,674 2,021 367

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 8,123 5,337 3,695 2,057 424

指数： ｙ＝ａｂ^ｘ 5,801 4,837 4,034 3,364

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ/(1+ａexp^-ｂｘ) 4,813 3,146 1,939 1,147

表２－10　商業販売額将来推計（卸売業） 　　　　（単位：百万円）

推　計　方　法 平成28年 令 和 ２ 年 令 和 ７ 年 令和12年 令和17年

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ （実績値） 2,163 1,468 773 77

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 2,822 2,168 1,478 789 103

指数： ｙ＝ａｂ^ｘ 2,364 1,960 1,624 1,346

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ/(1+ａexp^-ｂｘ) 2,038 1,356 851 513

推 計 方 法

直 線  ｙ＝-139.064146620848ｘ＋283072.788087056 決定係数=0.7438

対 数  ｙ＝-279112.848060716logｘ＋2126454.52112289 決定係数=0.7434

指 数  ｙ＝2.04704068621442E+36*0.963150899201218^ｘ 決定係数=0.7726

ﾛ ｼ ﾞ ｽ ﾃ ｨ ｯ ｸ  ｙ＝5900.4/(1+1.5207621115013E-100exp ^--0.114098177566033ｘ) 決定係数=0.6624

表２－11　商業販売額将来推計（小売業） 　　　　（単位：百万円）

推　計　方　法 平　成　９　年 平　成　１２　年 平　成　１７　年 平　成　２２　年 平　成　２７　年

推　計　方　法 平成28年 令 和 ２ 年 令 和 ７ 年 令和12年 令和17年

直線： ｙ＝ａｘ＋ｂ （実績値） 3,165 2,206 1,248 290

対数： ｙ＝ａlogｘ＋ｂ 5,301 3,169 2,217 1,268 321

指数： ｙ＝ａｂ^ｘ 3,437 2,878 2,410 2,018

ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ：ｙ＝ｋ/(1+ａexp^-ｂｘ) 2,775 1,790 1,087 634

推 計 方 法

直 線  ｙ＝-191.627147766323ｘ＋390251.419243986 決定係数=0.6526

対 数  ｙ＝-384919.684220388logｘ＋2932735.96454617 決定係数=0.6533

指 数  ｙ＝4.64187138200099E+34*0.965136688966665^ｘ 決定係数=0.5506

ﾛ ｼ ﾞ ｽ ﾃ ｨ ｯ ｸ  ｙ＝8374.3/(1+9.7989738566389E-106exp ^--0.12004642369864ｘ) 決定係数=0.6947

注：平成11年～平成28年のデータにより推計
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平成11年から平成28年までの商業販売額（実質（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値））を基に行った推計結果は、 卸売

業においては平成28年の実質販売額2,822百万円が令和17年には77百万円～1,346百万円の幅で推

計され、 そのうち決定係数の最も高い回帰式によると1,346百万円と推測される。

小売業は、平成28年の実質販売額5,301百万円が令和17年には290百万円～2,018百万円の幅で推

計され、 そのうち決定係数の最も高い回帰式によると634百万円と推測される。
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